
ここから、 
雇用調整助成金（雇調金） 

新型コロナウイルスによる特例 
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申請にあたって役立つ資料 

申請にあたっては、下記①～③の資料が役に立ちます。まずは、全体像を掴みましょう！ 

① 3/29特例の資料 

② 4/15発行 
ガイドブック簡易版 
（緊急対応期間用） 

③ 3/1発行 
ガイドブック 

（通常モード版） 
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こちらのガイドブックはお手元に備えておいてください！ 
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不正受給は犯罪！立入調査（抜打ち）があります 
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支給対象となる事業主 
 
●雇用調整の実施 
 
「新型コロナウィルス感染症の影響を受ける事業主」 
 
 
※「事業活動の縮小」の定義 
・計画届提出の前月の生産指標が、前年同期に比べ５％以上減少していること 
  ⇒計画書の事後提出ができる。（初回のみ） 
 事後提出をした月の前月で、比較計画期間の初日の前月ではないので注意！！ 
・開業1年未満の場合は令和元年12月の月次損益計算書が提出できること 
・解雇が発生している事業主でも申請可能（助成率が変わる） 
・生産指標は、初回計画時のみ。 

対象となる事業主は？ 



4月1日~6月30日（緊急対応期間）の概要 

初回の計画届提出月の前月と前年同月の売上が、 
５％以上減少している場合に、計画的に（※1） 
従業員を1日または半日、もしくは短時間休業させた場合に、 
基準賃金額（貴社の平均賃金額（一律）×休業手当支給率）の最大90% 
（解雇等（解雇または一定数以上の退職）があった場合は80%）（※2） 
を支給する助成金です。 

 
※1 事前に休業計画を策定する必要があります。（ただし、初回のみ事後提出OK） 

※2 7月1日以降は、６６％相当額になる予定です。 

新型コロナ対応 

年休（年次有給休暇）が出された日は休業ではないので助成金対象外なので注意！ 
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解雇等について 
 
【1】解雇等 
2020年1月24日からの期間で、次に掲げる解雇等はダメです。 
①無期契約従業員の、事業主都合による解雇による離職 
②有期契約従業員の、解雇と見なされる労働者の雇止め、 
 事業主都合による中途契約解除による離職 
③派遣先での労働者派遣契約期間満了前の派遣労働者の契約解除 
 
【2】被保険者の人数 
直接雇用の従業員数（雇用保険未加入者を含む）と派遣労働者の数が、
2020年1月24日から5分の4以上になっていること。 
（業界特有のやむえない事情は例外的に除外） 
5分の１以上の退職でNG・・・ 

解雇等とは？ 



43 

休業協定書とは？ 

・会社と従業員代表の両者で署名捺印 
 
・給与補償額は●％にするか決定 
 
・毎月作成（補償額変更可） 



4月1日~6月30日（緊急対応期間）の概要 
新型コロナ対応 
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助成率がアップされます！ 
助成金の支給額は支給基礎額の最大9/10（90％）助成へ拡充 
3月31日までは2/3（北海道の特例4/5）、4月1~6月30日までの休業分は最大9/10（90％） 

●雇用保険被保険者の場合・・・ 
 
＜指定の計算式＞ 
（１）前年度１年間の雇用保険の保険料の算定基礎となる賃金総額 
   （労働保険確定保険料（申告）額（円））※千円未満切り捨て 
（２）前年度１年間の１か月平均雇用保険被保険者数（人） 
（３）前年度の年間所定労働日数（日） 
   
1⃣ （１）／（２）×（３）＝ 平均賃金額（助成金上の貴社の１日あたりの平均賃金額） 
2⃣ 平均賃金額 × 休業手当支給率（休業協定書）（60~100％）＝ 基準賃金額 
3⃣ 助成金の支給額＝ 基準賃金額 × 最大9/10（90％）※上限8,330円 



受給額は「労働保険確定保険料申告書」の数字を使う！ 

雇用保険被保険者数 15人 

賃金総額 53,563千円 
（雇用保険法適用者分） 

休業手当の支払率80％、解雇等を行わない場合（6/30まで） 
 
①前年度（H30 年度）の賃金総額＝53,563,000円 
②前年度の1か月平均の雇用保険被保険者数＝15人 
③前年度の年間所定労働日数＝250日 
④平均賃金額＝14,284円（①÷（②×③）） 
⑤休業手当の支払率＝80％ 
⑥基準賃金額＝11,428円（④×⑤） 
⑦１人１日あたり助成金額＝10,285円（⑥×9/10） 
  
 ⇒上限は8,330円なので、8,330円となる。 



4月1日~6月30日（緊急対応期間）の内容 

①計画届は6月30日までの事後提出が可能です。（ただし、初回のみ！） 
②売上比較の確認対象期間が3か月から、前年同月同士（1か月）でOK 
②短時間休業は、一斉休業が要件でしたが、事業所ごとや部門ごとなど 
 一定のまとまりの中で行われる短時間休業も対象となります。 
③休業規模要件（※1）が、20分の1が40分の1になりました。 
④残業相殺制度（※2）が無くなります。 
⑤教育訓練の加算が、2,400円（中小企業）になります。 
 
※1 休業規模要件 
 総休業日数が、対象労働者の所定労働日数の総日数の40分の1以上であること。 
※2 残業相殺制度 
 残業や休日労働の時間数、日数を助成額から控除すること 
 

新型コロナ対応 
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短時間休業の具体例・・・ 
 
•立地が独立した部門ごとの一斉短時間休業 
（例）客数の落ち込んだ店舗のみの短時間休業製造ラインごとの短時間休業 
 
•常時配置が必要な者を除いての短時間休業 
（例）ホテルの施設管理者等を除いた短時間休業 
 
•同じ勤務シフトの労働者が同じ時間帯に行う短時間休業 
（例）8時間3交代制を6時間4交代制にして2時間分を短時間休業と扱う 

短時間休業とは？ 



休業は何日でもいいいのか？ 

合計の休業日数が一定以上ないと助成金は受給できません！ 
 
＝「休業規模要件」 

 
 休業等規模要件を満たすためには、休業日数（教育訓練実施日を含む）が、 
 「その事業所の、全員の、所定労働日数を合計した日数の、1/40（大企業は1/30）」以上 
 である必要があります。 

 
「①１か月の所定労働日数が20日、②対象者が10名のとき」 
 ①20日×②10名＝200            200人日×1/40＝5・・・A 

 
この時は、1か月間で延べ5日（A)以上の休業が必要 

    （1日間×5人など） 
 



気になる受給額は？（雇用保険加入者） 

休業手当相当額（基準賃金額）（※）×９０％（最大）×日数 
 ※休業手当相当額＝前年度1年間における雇用保険料の賃金総額を 
  1か月平均の雇用保険加入者数と年間所定労働日数で割った額に 
  休業手当支給率（労使協定）を乗じた額 
 ※助成額の単価は、最大8,330円 
 

 例）雇用保険料の賃金総額 5,000万  雇用保険加入平均人数 20人 
   所定労働日数 260日  休業手当支給率６0%（労使協定） 
   月間休業延日数 240日 
   5,000万÷20÷260=9,616円 9,616円×60%＝5,770円（基準賃金額） 
   5,770円×90%=5,193円 5,193円×240日＝1,246,320円（助成額） 
 

（注意：社員に払った給与（手当）の90%ではありません！） 
新型コロナ対応 
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気になる受給額は？（雇用保険非加入者） 

休業手当相当額（平均休業手当額）（※）×９０％（最大）×日数 
 ※休業手当相当額 
  ＝休業手当の総額を休業総日数で割った額 
 ※助成額の単価は、最大8,330円 
 

 例）休業手当の総額 100万 
   休業総日数 100日   
   期間中休業延日数 100日（対象労働者の休業総時間数÷代表的な1日所定労働時間） 
   100万÷100日＝10,000円（平均休業手当額） 
   10,000円×90%=9,000円（最大8,330円）（＝１人当たり助成額単価） 
   8,330円×100日＝833,000円（助成額） 

新型コロナ対応 
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こちらは、「緊急雇用安定助成金」といいます。雇調金ではありません！ 



雇調金の受給額の決まり方 

つまり、給与の高い人を休ませても、安い人を休ませても・・・ 
 

助成金の額は同じになります。 
 
月給100万円の社員も、時給1,000円で5時間のパートさんも、 
助成金の額は同じです。 
 
時給1,000円×５時間×休業補償60％＝3,000円の休業手当の支給でも、 
8,330円が支給されるケースがあります。 
 
☞ここが分かりにくいのが雇用調整助成金の特徴！ 
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助成金申請の流れ 
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計画届 
新型コロナ対応 

雇用調整助成金ガイドブック（簡易版）抜粋 

初回の計画届の事後提出がOKに！（本来はダメです） 
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初回の計画届時 
 
  
  

計画届提出時の必要書類 
新型コロナ対応 

※雇用保険加入者と雇用保険非加入者は、違う助成金なので別々に申請をします。 

雇用調整助成金ガイドブック（簡易版）抜粋 
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2回目以降の計画届提出時（休業月の前月までに提出必要） 
 
  ①休業等実施計画届（様式第1号（１）） 
 
 提出の義務はないが、準備して頂く書類 
  ②休業日を特定できるように所定労働日がわかるシフト表 
 

計画届の必要書類 
新型コロナ対応 
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支給申請 
新型コロナ対応 

雇用調整助成金ガイドブック（簡易版）抜粋 
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支給申請時 
 
  

支給申請時の必要書類 
新型コロナ対応 

雇用調整助成金ガイドブック（簡易版）抜粋 57 

※雇用保険加入者と雇用保険非加入者は、違う助成金なので別々に申請をします。 



助成金を受給していく上で労務管理は必須 
新型コロナ対応 

今回、必要書類はかなり簡素化されました。 
だからと言って決して安心はできません！ 
※立入調査が必ず入る前提で、今からでも労務管理を徹底してください。 
 
融資ではなく、国のお金を使わせてもらうため高い意識が必要です。 
 
以下の書類は、助成金を受けるために最低限必要です。 
（①～③は法定３帳簿と言われます） 
 
①賃金台帳 
②出勤簿（またはタイムカードなど） 
③労働者名簿 
④雇用契約書（または労働条件通知書）※パート・アルバイトも 
⑤年間休日カレンダー（＋シフト制の場合はシフト表） 
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今回の受給手続きの流れ 

雇用調整助成金の流れ（今回の特例を利用し、3/1開始）※末締め翌10日払 
※最初の計画申請を5月1５日に行う予定（３、４、５月の３か月分を事後提出） 

対象期間（＝計画期間） ３/１以降～１年間OK！ 
3/1      4/1       4/30     5/15     6/1         2/28 

R2.4.1～4.30 

H31.4.1～4.30 

比較して5％以上
売上が減少して
いることを確認 

この時点で 
◎計画届提出（3,4,5月分）※事後申請 
◎初回の支給申請（2か月以内） 
注）6月の計画届（5月中に！） 

計画
開始 

計画
終了 

計画届が 
後でよい 

※業歴が1年ない場合は
R1.12 月と比較する 

6月1日以降は 
毎月ごとに 

事前に計画届提出し、 
都度、前月分までを 

支給申請 
(このサイクル） 

新型コロナ対応 

※例：給与サイクル 
末締め翌10日払い 
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今回の受給手続きの流れ 

まず、やらなくてはならないこと！ 
１．休業の予定を決める！ 
 ・いつお休みにするのか？ 
 ・誰をお休みにするのか？ 
  ✓全員休みにするのか？ 
  ✓数人（一部人数）であれば誰を休みにするのか？ 
   ※短時間休業もOKですが、その「短時間休業」の間全員を休みにする必要があります。 
 ・休業をいくら払うのか？ 
 ・休業の期間の目途 
 （注）在宅勤務、テレワーク勤務は休業ではありません‼ 
２．計画に従って「休業協定書」を結ぶ→労働者の代表を決めて締結 
３．計画届に必要な書類を準備する。  
  ◆売上高確認書類（月次損益計算書・総勘定元帳・生産月報、会計システムの帳簿など） 
  ◆労働者名簿および役員名簿  
  ◆休業協定書 ◆労働者代表選任書 
  ◆シフト表（勤務予定表） →休業の計画をここで決める！（就業予定日に休業させる裏付け） 
  ◆就業規則 ◆給与規程 ◆年間休日カレンダー  
  ◆会社案内・登記簿 等  

既に休業に入っている場合は、 
改めて計画を社員に周知してくだい。 

新型コロナ対応 
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今回の受給手続きの流れ 

労働者代表と「休業協定書」を結ぶ！ 
休業協定とは→ 
 以下の４つの事項を決め、従業員に説明し、労働者代表と協定書を結びます。 

１．休業の時期・日数を決める 
  ✓いつからいつまで？休業させる日数は？ 
 

２．休業の時間（短時間休業）を決める 
  ✓ 〇時〇〇分～ 〇字〇〇分（所定労働時間  〇時〇〇分～  〇時〇〇分） 
 
 

３．休業の対象者の範囲を決める 
  ✓全員？一部？ですか？ 交代勤務ですか？ 対象者は誰ですか？ 
 
 

４．休業手当の支払い基準を決める 
  ✓平均賃金の6割以上の休業手当が必要。支給する割合を決める。 

新型コロナ対応 
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事務は簡素化されたが数字の根拠は残しておくべき！ 



63 

例） 10日休業した場合を想定  
   1年間同じ給料でやっていると仮定する。 
 
平均賃金は（220,000×３か月）÷91日＝7,253円 
 
 基本給            200,000  
 通勤手当   20,000 
 休業控除     ▲100,000（220,000÷22日＝＠10,000） 
 休業手当           80,000（80％補償の場合） 
 
平均賃金で計算しても構わないが助成金の額が少なくなる。 
休業手当が高いほど会社負担は大きくなる。   

休業控除・休業手当の支払い方 
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給与ソフトの欄の設定 

給与ソフトは以下のように、 
「休業控除」「休業手当」と控除と支払いが分かるように欄を追加設定ください。 
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・雇用調整助成金は他の助成金と違っている。  
（雇用を維持するための助成金）⇒審査が速い、あとで調査 
・助成金の額が毎月変わる助成金 
（労務管理がしっかりしている ところだと助成金の額が大きくなる） 
・雇用調整助成金は毎月計画申請をする。 
・雇用調整助成金は額が大きいので不正受給が多い助成金 
・場合によっては整理解雇や早期退職などの手段も必要になってくる。 

雇用調整助成金は他の助成金と違う 
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タイムカードの設定 
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今回の受給手続きの流れ 

休業手当の支払い基準を決める！ 
・休業補償はいくらにすべきか？（60～100％の範囲で） 
・その場合はいくらの助成金が支給されるのか？ 
・会社の負担額はいくらになるのか？ 
・誰を、何日休業させるべきなのか？ 
・最終的に会社の負担額はどうなるのか？ 

新型コロナ対応 

休業シミュレーションが必要 
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収支シミュレーション（簡易版）の無償ご提供 

（事業所名）

（１）前年度（4月～3月）１年間の雇用保険の保険料の算定基礎となる賃金総額（円） 58,000,000
（２）前年度（4月～3月）１年間の１箇月平均の雇用保険被保険者数（人） 16
（３）前年度（4月～3月）年間休日数　（部署平均か、社員の数字で出す）（日） 105
（４）前年度（4月～3月）の年間所定労働日数（日） 260

（５）平均賃金額 13,942
［(1)/（(2)×(4)）］

中小企業は１、大企業は２を入力 1
解雇出さない場合は１、解雇が出る場合は２ 2

1

休業手当等の支払い率（4月1日 以降） 助成金額（1人／日当たり）
100% 8,330
95% 8,330
90% 8,330
85% 8,330
80% 8,330
75% 8,330
70% 7,808
65% 7,250
60% 6,693

休業手当等の支払い率（3月31日 まで） 助成金額（1人／日当たり）
100% 8,330
95% 8,330
90% 8,330
85% 7,901
80% 7,436
75% 6,971
70% 6,507
65% 6,042
60% 5,577

雇用調整助成金　収支シミュレーションソフト（簡易版）基本データ入力画面
※黄色のセルを埋めれば、灰色のセルは自動計算されます。 令和2年4月16日Ver.

社労士・行政書士はまぐち総合法務事務所

4月 5月 6月

H31年度（R元年度）確定保険料の賃金総額

（千円単位で切捨て）
58,000,000 58,000,000 58,000,000 H31（R元年度）の労働保険年度更新資料から転記

H31年度（R元年度）確定保険料の賃金総額の基礎となった雇用保険

被保険者数の年間平均
（小数点以下切り捨て）

16 16 16 H31（R元年度）の労働保険年度更新資料から転記

年間所定労働日数 260 260 260 会社カレンダーや就業規則等を根拠に日数を数えて記載

平均賃金額 13,942 13,942 13,942

休業等協定書に定める休業手当の支払い率  ※① 70% 70% 70% 自社の休業協定等で平均賃金の何割を保証することにしたのか

前シートでの概算結果を基に休業協定を締結し、その結果から入力

基準賃金額 9,760 9,760 9,760

助成率 0.9 0.9 0.9
自社が何割助成に当てはまるか記入

（中小企業で解雇者無の場合0.9、解雇者有の場合0.8）
１人日当たり助成額単価 8,784 8,784 8,784 基準賃金額×助成率

１人日当たり助成額単価（上限額反映後） 8,330 8,330 8,330 上記の金額が8330円を超える場合は8330円に補正される

当月の雇用保険被保険者数 30 30 30

当月の所定労働日数 21 21 21

１日あたりの休業者数（１日平均）　※② 30 30 30

休業する労働日数　※③ 21 21 21

当月の休業のべ日数（雇用保険被保険者の分）　※②×③ 630 630 630 各月ごとの労働者を休業させた延べ日数を記入

雇用保険被保険者の助成金支給額 5,247,900 5,247,900 5,247,900

当月の雇用保険に入っていない方の人数 5 5 5

休業補償される方の、平均時給 1,000 1,000 1,000

休業補償される方の、１日の労働時間の平均 4 4 4

休業補償される方の、労働日数の平均 14 14 14

通常の給与額（雇用保険に入っていない方） 280,000 280,000 280,000
休業等協定書に定める休業手当の支払い率  ※① 70% 70% 70%

休業手当額の総額　※①　通常の給与額×休業手当の率 196,000 196,000 196,000
雇用保険に入っていない方の助成金支給額 176,400 176,400 176,400

※緊急雇用安定助成金

役員報酬 750,000 750,000 750,000
休業手当額の総額（雇用保険保被保険者）
　※①　通常の給与額×休業手当の率 5,138,000 5,138,000 5,138,000 その月に実際に従業員に支払った休業手当の総額

出勤した分の給与（雇用保険被保険者） 0 0 0
休業手当額の総額（雇用保険保に入っていない方）
　※①　通常の給与額×休業手当の率 196,000 196,000 196,000

給与の合計（出勤分＋休業手当） 6,084,000 6,084,000 6,084,000 ⇒ここは、給与払い日に支給

助成金の合計 5,424,300 5,424,300 5,424,300 ⇒助成金の入金は、給与支払い日から2～3か月後

休業手当と助成金のGAP 659,700 659,700 659,700 休業による実質的な会社の持ち出し額
マイナスの場合は、手残り金額になります。

入力用 通常の給与額（雇用保険被保険者） 7,340,000 7,340,000 7,340,000

当月末の雇用保険被保険者総数 33 33 33

支給限度日数の当月増加カウント 19.1 19.1 19.1

支給限度日数の累積 19.1 38.2 57.3 このセルが100になったら、助成金は打ち止め（ただし４－６月はカウント無し）

参考
（申請残数）

雇用保険
被保険者分

雇用保険に
入ってない方

※

人件費比較

雇用調整助成金　収支シミュレーションソフト（簡易版）：損益がどうなるのか？
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年間カレンダー作成ソフト（かんたん君）の無償ご提供 

作成開始 カレンダー作成
シート名 2020年度

会社名 株式会社●●
タイトル 2020年 会社カレンダー

月の始まり 1月
週の始まり 日曜日
日の始まり 1日

1週間の労働時間 40
変形労働制 なし

1日の就業時間 8.00
基本の法定休日 日曜日

基本の法定外休日1 土曜日
基本の法定外休日2 祝祭日
基本の法定外休日3

半日出勤 なし
半日の就業時間 4.00

半日の設定1
半日の設定2

半日間隔1
半日間隔2

法定休日の色
法定外休日の色

半日出勤の色

株式会社●●

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 16.00 1 40.00 1 2 3 4 5 6 7 40.00

元日

5 6 7 8 9 10 11 40.00 2 3 4 5 6 7 8 40.00 8 9 10 11 12 13 14 40.00

12 13 14 15 16 17 18 32.00 9 10 11 12 13 14 15 32.00 15 16 17 18 19 20 21 32.00
成人の日 建国記念日 春分の日

19 20 21 22 23 24 25 40.00 16 17 18 19 20 21 22 40.00 22 23 24 25 26 27 28 40.00

26 27 28 29 30 31 23 24 25 26 27 28 29 32.00 29 30 31
天皇誕生日 振替休日

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 40.00 1 2 32.00 1 2 3 4 5 6 40.00

5 6 7 8 9 10 11 40.00 3 4 5 6 7 8 9 16.00 7 8 9 10 11 12 13 40.00
憲法記念日 みどりの日 こどもの日 振替休日

12 13 14 15 16 17 18 40.00 10 11 12 13 14 15 16 40.00 14 15 16 17 18 19 20 40.00

19 20 21 22 23 24 25 40.00 17 18 19 20 21 22 23 40.00 21 22 23 24 25 26 27 40.00

26 27 28 29 30 24 25 26 27 28 29 30 40.00 28 29 30
昭和の日

31

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 40.00 1 40.00 1 2 3 4 5 40.00

5 6 7 8 9 10 11 40.00 2 3 4 5 6 7 8 40.00 6 7 8 9 10 11 12 40.00

12 13 14 15 16 17 18 40.00 9 10 11 12 13 14 15 32.00 13 14 15 16 17 18 19 40.00
山の日

19 20 21 22 23 24 25 24.00 16 17 18 19 20 21 22 40.00 20 21 22 23 24 25 26 24.00
海の日 スポーツの日 敬老の日 秋分の日

26 27 28 29 30 31 23 24 25 26 27 28 29 40.00 27 28 29 30

30 31

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 40.00 1 2 3 4 5 6 7 32.00 1 2 3 4 5 40.00

文化の日

4 5 6 7 8 9 10 40.00 8 9 10 11 12 13 14 40.00 6 7 8 9 10 11 12 40.00

11 12 13 14 15 16 17 40.00 15 16 17 18 19 20 21 40.00 13 14 15 16 17 18 19 40.00

18 19 20 21 22 23 24 40.00 22 23 24 25 26 27 28 32.00 20 21 22 23 24 25 26 40.00
勤労感謝の日

25 26 27 28 29 30 31 40.00 29 30 27 28 29 30 31

年間週平均

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計
21 18 21 21 18 22 21 20 20 22 19 23 246
10 11 10 9 13 8 10 11 10 9 11 8 120休日日数

37.64H 

月
出勤日数

10月 11月 12月

7月 8月 9月

4月 5月 6月

2020-4-18

2020年 会社カレンダー
法定休日 法定外休日

1月 2月 3月

基本データ入力 

さらに、 
変形労働時間制にも対応！ 
 
①定時固定型 
②１か月変形労働時間 
③１年単位変形労働時間 
・・・ 
 

かんたんに貴社の「年間カレンダー」が作成できます！（所定労働日数、総労働時間、年間休日数等が一発計算） 

各月・年間所定労働日数 
各月・年間休日数 



不謹慎ですが、、「解雇」という選択肢・・・ 



まず、社長が表に立って社員に語らないといけません。 
 
いきなり、「休業」ということを告げると士気が下がってしまい、 
退職されるおそれもあります。 
 
また、新型コロナウィルスが収束（アフターコロナ）した時、 
会社を軌道に乗せようとしても社員がいなければ復活できません。 
 
まずは、社員説明会を開いてください。 
 
そして、社員を安心させるために熱く訴えます。 

社員に対する安心と勇気づけ 
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〒060-0806 札幌市北区北6条西6丁目2 福徳ビル3F 
TEL：011－738-2255  FAX：011-738-2256 
HP ： http://www.office-hamaguchi.com 
Mail： info@office-hamaguchi.com 
5秒でつながる！オンライン面談システムも完備しています。（ベルフェイス）     

北海道SDGs推進ネットワーク加盟 



雇用調整助成金FAQ 



Q1.雇用調整助成金は労働者個人に支給されるものですか。 
A.◯雇用調整助成金は、休業等を行う事業主に対して支払われるものであり、労働者個人には支給されません。 
◯また、労働者の雇用の維持を目的とするため、社長や役員、自営業の家族従事者など 雇用者でない者は助成
の対象となりません。 

Q２.雇用調整助成金の「休業」について教えてください。 
A.◯ 雇用調整助成金の助成対象となる「休業」とは、所定労働日に従業員である労働者を休ませるものを
いいます。単に事業所が営業を休むことをいうのではありません。 
◯ このため、従業員を出勤させ、内部の事務処理等の業務をさせている場合は、「休業」に該当せず、雇
用調整助成金の対象とはなりませんのでご注意ください。 

Q3.事業主が支払う休業手当が 60 ％を下回っていた場合、雇用調整助成金の対象になりますか。 
A.休業期間中の休業手当の額が、平均賃金の 60 ％を下回っていた場合は、雇用調整助成金は支給されないので、
ご注意ください。 

よくあるご質問（抜粋） 



Q4.新型コロナウイルス感染症の影響に伴う「経済上の理由」について教えてください。 
A.新型コロナウイルス感染症の影響に伴う、以下のような経営環境の悪化については、経済上の理由に当
たり、それによって事業活動が縮小して休業等を行った場合は、助成対象としています。 
（経済上の理由例） 
・観光客のキャンセルが相次ぎ、これに伴い客数が減り売上げが減少した 
・市民活動が自粛されたことにより、客数が減り売上げが減少した 
・行政からの営業自粛要請を受け、自主的に休業を行い、売上げが減少した 

Q5.「休業」とは、全員を休業させなければなりませんか。 
A. ◯事業所によっては、対象労働者全員を一斉に休業できない事情があることから、今回の特例措置では、
短時間一斉休業の要件を緩和することとしました。 
◯具体的には、以下の一定のまとまりで休業する場合も支給対象とすることとしました。 
・立地が独立した部門ごとの一斉短時間休業 
(例：客数の落ち込んだ店舗のみの短時間休業、製造ラインごとの短時間休業) 
・常時配置が必要な者を除いての短時間休業 
(例：ホテルの施設管理者等を除いた短時間休業) 
・同じ勤務シフトの労働者が同じ時間帯に行う短時間休業 
(例：8時間3交代制を6時間4交代制にして2時間分を短時間休業と扱う) 
◯なお、この特例は、令和2年1月24日まで遡って適用します。 

よくあるご質問（抜粋） 



よくあるご質問（抜粋） 

Q6. 労働基準法第２６条 （休業手当）の適用を受けない場合であって、休業手当を６０／１００未満しか支払わ
なかった場合には助成金は支給されますか。 
A.雇用調整助成金の支給対象となるためには 60 ％以上の休業手当をお支払いいただくことが必要です。 
 
Q7. 休業手当の支給率は、どのように決めたらいいですか。 
A.休業手当の支給率は、労使で話し合い決めることが適切です。 
 
Q8. 正社員とパートの休業手当の支給率が異なる場合、どちらの支給率を用いて助成金は算出するのでしょうか。 
A.助成金の支給額の算出に当たっては、 いずれか 低い方の支給率を用いて算出します。 
 
Q.9「緊急事態宣言」を受けて休業する場合は、事業主は労働基準法２６条に基づき休業手当を支払わなければ
なりませんか。 
A.休業手当を支払うべきか否か、個別の判断になりますので、お近くの労働基準監督署にお問い合わせください。 
 
Q10.支給申請を行った後、助成金が支払われるまでにどれくらいかかりますか。 
A.事業主が支給申請書を提出後、労働局において審査を行い、書類が整っている場合には、1ヶ月程度で支給決
定又は不支給決定を行います。 



Q11.北海道で適用されていた地域特例は、今回の特例措置により、その取扱いは変わりますか。 
A.◯北海道においては、2月28日に道知事が、住民・企業の活動自粛を要請する旨の宣言を発出し、他
の地域にも増して事業活動が抑制されることが見込まれるため、2月28日から4月2日までの間、雇用調
整助成金の更なる特例を設け、 
・助成率の上乗せ（中小企業：2/3→4/5大企業：1/2→2/3） 
・生産指標要件は満たしたものとして扱うこと 
・雇用保険の被保険者とならない週20時間未満の非正規雇用の労働者を対象とした支援 
（緊急特定地域特別雇用安定助成金）等の特例措置を実施していました。 
◯北海道の地域特例の期限は4月2日まででしたが、4月1日から北海道も含め全国一律に更なる特例措置
の拡大を図ることとしたため、地域特例の制度は廃止することしました。 
 
Q12.既に北海道で適用されていた特例措置に基づき、申請手続きを終えている場合、改めて何か手続き
を行う必要はありますか。 
A,北海道で適用されていた特例措置では、生産指標は満たしたものとして扱いましたが、今般の特例で
は、最近1ヶ月の生産指標が前年同月に比べて5％以上低下していることを要件としているため、今後、
支給申請を行う場合は、生産指標に関する書類の提出が必要です。 
 

よくあるご質問（抜粋） 北海道の特例 



 
1 ⃣ 平均賃金（労基法１２条） 
 ①直近３ケ月の給与÷歴日数 
 ②直近３ケ月の給与÷労働日数×６０％ 
                 →①ｏｒ②の高い方 
 
2 ⃣ 額面通りの給与額 
※平均賃金は直近３ヶ月にて算出するので、毎月計算をする必要があり、 
 給与計算が煩雑になります。 
※平均賃金は額面通りの給与額より少額になる傾向があり、従業員の方が給与 
 を見たときに●％補償と伝えながら、休業控除額と実際の補償額が乖離し、  
 誤解が生じる恐れがあります。 

支給率（補償額）の決め方は２つ 
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